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１．農山漁村における高齢者に関する基本データ

（千人）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年
男 1,976 1,769 1,721 1,565 男 1,487
女 2,842 2,373 2,170 1,789 女 1,716
計 4,818 4,142 3,891 3,354 計 3,203
男 66 69 88 62
女 38 39 50 37
計 104 108 138 99
男 73 50 62 60
女 104 56 48 35
計 177 106 110 95
男 149 89 61 50
女 321 201 131 73
計 470 290 192 123
男 188 174 139 98 男 89
女 364 289 225 143 女 141
計 552 463 364 241 計 230
男 370 227 184 195 男 201
女 708 468 339 284 女 298
計 1,078 695 523 479 計 499
男 354 276 200 150 男 134
女 486 404 307 216 女 193
計 840 680 507 366 計 327
男 309 361 311 234 男 213
女 379 415 384 284 女 264
計 688 776 695 518 計 477
男 230 268 343 298
女 234 279 360 312
計 464 547 703 610
男 237 255 333 418
女 208 222 326 405
計 445 477 659 823

資料：農林水産省「農林業センサス」（平成２年、７年、12年、17年）、「農業構造動態調査」（平成18年）

注２：農林業センサスは全数調査であるのに対し、農業構造動態調査は標本調査である。

（１）農業就業人口における男女別・年齢区分別の推移

全年代

15～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

注１：農業就業人口とは15歳以上の世帯員で、自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕
　　　事の両方に従事した者のうち、自営農業が主の者をいう。

39歳以下

全年代

（参考）平成18年

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

男

女

計

691

686

1,377

男 159

134

293

女

計



（人）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年
男 89,832 71,537 55,613 39,603
女 17,668 14,287 11,540 7,015
計 107,500 85,824 67,153 46,618
男 361 227
女 35 21
計 396 248
男 3,870 2,910
女 695 428
計 4,565 3,338
男 5,724 4,300
女 886 730
計 6,610 5,030
男 8,577 6,236
女 1,794 996
計 10,371 7,232
男 14,664 10,700
女 3,495 1,893
計 18,159 12,593
男 8,452 4,905
女 2,023 1,050
計 10,475 5,955
男 7,950 4,806
女 1,530 1,003
計 9,480 5,809
男 4,123 3,521
女 736 542
計 4,859 4,063
男 1,892 1,998
女 346 352
計 2,238 2,350

資料：総務省「国勢調査」（平成２年、７年、12年、17年）

注２：平成２年及び７年の林業就業者数における年齢区分別のデータは把握していない。

65～69歳

70～74歳

75歳以上

注１：林業就業者数とは15歳以上の世帯員で、自営林業又は雇われて林業の作業に30日以上従事した
　　　者をいう。

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

（２）林業就業者数における男女別・年齢区分別の推移

全年代

15～19歳



（人）

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年
男 303,400 247,200 216,100 186,040
女 67,200 54,230 44,100 36,120
計 370,600 301,430 260,200 222,160

15～24歳 12,500 7,810 5,970 5,050
25～39歳 55,700 36,990 26,840 21,980
40～59歳 149,600 107,550 85,580 71,840
60歳以上 85,600 94,850 97,710 87,170

　　うち65歳以上 46,400 56,000 68,920 66,410
資料：農林水産省「漁業就業動向調査報告書」（平成２年、７年、12年、17年）

注２：漁業就業者数における女性の年齢区分別調査は行っていない。

注１：漁業就業者数とは15歳以上の世帯員で、自営漁業又は雇われて漁業の海上作業に30日以上
　　　従事した者をいう。

男

（３）漁業就業者数における男女別・年齢区分別の推移

全年代



（１）基幹的農業従事者に占める高齢者の割合の推移（男女計）

（２）基幹的農業従事者に占める高齢者の割合の推移（男）

（３）基幹的農業従事者に占める高齢者の割合の推移（女）

資料：農林水産省「農林業センサス」（平成２年、７年、12年、17年）

（参考）農家人口、農業就業人口、基幹的農業従事者数等の動向（販売農家）

注２：基幹的農業従事者とは農業就業人口のうち、ふだんの主な状態が、「主に仕事」に該当した
　　　者をいう。

注１：農業就業人口とは15歳以上の世帯員で、自営農業のみに従事した者又は農業とそれ以外
　　　の仕事の両方に従事した者のうち、自営農業が主の者をいう。
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（農林水産省 No.１－①）

（１）施策の概要

ＪＡ食料・農業・農村サポート機能活性化促進事業名称
（うち農村地域維持・活性化支援事業）

高齢者生活支援体制の整備目的

過疎化や高齢化の進展により、地域活性化が課題となっている農村地域にお内容
いて、農協の女性・青年部組織等を活用した安否確認、配食サービス等のボラ
ンティア活動、農協の行う介護保険サービス事業に必要な人材(ヘルパー、介
護福祉士等)の育成を支援する。
（農家の農業経営への支障(=家族の介護に時間を割かれる)を取り除くことに
より、地域農業の振興を側面的に支援している ）。

中央会が本事業により実施する人材養成研修等の受講対象者は 「農協の職対象層 、
員」や農協の女性組合員が中心となって設立している「助けあい組織のメン
バー」である。なお、受講に当たり、性別や年齢の区切りは設けていない。

国は、実施主体である全中(全国農業協同組合中央会)に助成する。実施の仕組み ①
② 更に、全中は、各都道府県農業協同組合中央会に交付する。
③ 助成を受けた全国及び都道府県中央会は、ヘルパーや介護福祉士等の人材
育成を始めとする高齢者支援のための研修会等を実施する。

２１３，９５０千円の内数平成19年度予算額
予算規模

２１３，９５０千円の内数平成20年度概算要求額

（２）男女別ニーズの把握・施策への反映

○施策の立案に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況をデータ等で把握しているか
（把握している場合、代表的なデータを紹介のこと 。）

事業内容である人材育成(研修等)は性別を問わず対象とされていることから 「男女別」、
のニーズの把握は特段していないものの、受講生に対してアンケート等を実施することによ
って意見・要望等の把握を行い、次回以降の企画立案に活かしている。

○施策の立案並びに実施に際して 男女それぞれのニーズや実際的な状況(ライフスタイル等)、
の違いをどのように考慮しているか。

事業内容である人材育成(研修等)は性別を問わず対象とされていることから 「男女別」、
のニーズや実際的な状況の違いは特段考慮していないが、受講生に対してアンケート等を実
施することによって意見・要望の把握を行い、次回以降の企画立案・実施に活かしている。

、 、 （ ） 、なお 事業の活用(研修の受講等)の当たっては 農業経営の特性 農閑期・農繁期等 上
養成を受ける側が、各自のライフスタイルを考慮しながら活用することが可能である。

（３）関係主体・施策との連携

○施策の実施に当たって、どのような主体(自治体、関係団体等)と連携して取り組んでいる
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か。また、関係主体に対する働きかけはどのように行っているか。

本事業(人材養成研修等)の活用を希望する者は、農協の職員や助けあい組織のメンバーで
ある。このため、農協等を指導する立場の農協中央会(全国及び都道府県)に助成することに
より、管内の統一的指導及び均一的なレベル向上を期待しているところ。
関係主体(農協、助けあい組織)における研修等の受講は、基本的に本人の自由意思による

が、農協の職員については、福祉担当部門への異動に伴う職務命令として受講させる場合も
ある。

○他の関連する施策(他府省庁の施策を含む)とどのように連携して取り組んでいるか。

特になし。

（４）施策の評価・見直し

○施策の評価を行っているか 評価に際して実績(アウトプット)や効果(アウトカム) 影響(イ。 、
ンパクト)を男女別にデータ等で把握しているか(把握している場合、代表的なデータを紹
介のこと 。）

行っている。ただし、男女別データは把握していない。
（実績）

・ホームヘルパー養成数(H６～H17年度末までの累計 ：約11万５千人）
・介護福祉士養成数 (H14～H17年度末までの累計 ： ５６０人）

（効果）
・農協による介護保険事業の取扱高(H12-14-17年度）:41億円→98億円→119億円

○施策の見直しをどのように行っていますか。これまでの見直しにおいて、男女を取り巻く
状況の変化をどのように反映させてきましたか。

高齢化が一層進展し、高齢者対策が極めて重要となっている中で、本事業は着実に実績を
伸ばすと共に、事業内容(人材育成研修等)についても有益との声(評価)を現場から受けてい
るため、施策については現段階では見直していない。
また、事業内容は性別を問わず対象とされていることから、男女を取り巻く状況の変化は

特段反映させていないが、社会情勢の変化(例：介護保険制度の大幅な改正等)に即応させた
内容にする等に努めている。



内閣府ヒアリング・参考資料

○JA食料・農業・農村サポート機能活性化促進事業

１．人材育成（研修等）への参加者数について
(単位：人)

年 度 延参加者数 男性 女性
平成１４年度 ２，２３０

１５ １，１５５
１６ １，４２０
１７ １，８５５ ９２０ ９３０

① ７９９ ４６８ ３３１
１８

② ３６０ － －
注1 人数は、全中が開催した研修会等の延べ参加者数である。
注2 平成16年以前の研修時は、男女別集計は未実施。
注3 平成18年の②の研修時は、男女別の集計をとらなかった。

２ 「助けあい組織」の概要．

(1)助けあい組織
① 原則として規約等を設定し、会員制（利用会員、協力会員、賛助会員）を
採用している。

② 設立・運営に当たり、農協が協力している。

(2)活動内容
地域ボランティア事業・活動の中で、無償の生活支援、生きがい活動、地域へ

の貢献活動等を実施している。

賛
依頼 事 依頼 助

利 務 協 会
用 局 力 員
会 会

(

員 員 寄
サービス提供（無償ボランティア活動） 附

)
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（農林水産省 No.２－①）

（１）施策の概要

担い手アクションサポート事業のうち新たな人材の育成・確保活動名称
（高齢者による担い手育成・確保支援）

高齢者の活動の推進目的

高齢者による担い手への支援や集落営農への参画等の活動を促進するため、内容
シンポジウムの開催等の普及啓発活動や、地場農産物の加工技術や体験交流活
動等に係る研修等を実施

農業・農村に関わる高齢者対象層

国が実施主体である担い手育成総合支援協議会（行政、農協、農業委員会等実施の仕組み
地域内の関係機関が連携して担い手育成支援活動を実施）に助成

３，５００，０００千円の内数平成19年度予算額
予算規模

２，４５０，０００千円の内数平成20年度概算要求額

（２）男女別ニーズの把握・施策への反映

○施策の立案に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況をデータ等で把握しているか
（把握している場合、代表的なデータを紹介のこと 。）

データ等の把握は行っていないが、本施策については、高齢者が性別を問わず、地域の現
状や高齢者自身の意向及び意欲・体力に応じた自主的な活動を支援するよう立案している。

○施策の立案並びに実施に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況（ライフスタイル
等）の違いをどのように考慮しているか。

本事業は、高齢者が性別を問わず、地域の現状や高齢者自身の意向及び意欲・体力を踏ま
えた自主的な活動を支援するものである。そのため、男女いずれのニーズにも対応できる内
容となっている。一方で、女性にニーズの多い農産物加工等についての研修ができる旨を要
領に明記する等の配慮を行っている。

（３）関係主体・施策との連携

○施策の実施に当たって、どのような主体（自治体、関係団体等）と連携して取り組んでい
るか。また、関係主体に対する働きかけはどのように行っているか。

国は、担い手育成総合支援協議会に事業実施に必要な費用を助成。担い手育成総合支援協
議会は、シンポジウム等の普及啓発活動、加工技術等研修を行う際、適宜関係機関（行政、
農協、普及センター等）と連携。

○他の関連する施策（他府省庁の施策を含む）とどのように連携して取り組んでいるか。

特になし。
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（４）施策の評価・見直し

○施策の評価を行っているか。評価に際して実績（アウトプット）や効果（アウトカム 、）
影響（インパクト）を男女別にデータ等で把握しているか（把握している場合、代表的な
データを紹介のこと 。）

本施策は高齢者による担い手育成・確保の推進を目的としていることから、担い手支援に
貢献している高齢者グループ数の実績を把握することとしている(男女別データは把握してい
ない)。

○施策の見直しをどのように行っていますか。これまでの見直しにおいて、男女を取り巻く
状況の変化をどのように反映させてきましたか。

平成19年度から開始された新規事業のため、見直しは行っていない。



担い手育成総合支援協議会とは

全国段階

都道府県
段 階

地域段階

【構成員】
全国農業会議所＜会長＞
全国農業協同組合中央会＜副会長＞
全国知事会
全国市長会
全国町村会
(社)日本農業法人協会
(社)全国農地保有合理化協会
農林漁業金融公庫
全国農業協同組合連合会
全国土地改良事業団体連合会
(社)全国農業改良普及支援協会
農林中央金庫
(社)日本アグリビジネスセンター
(社)農山漁村女性・生活活動支援協会
(社)全国農村青少年教育振興会
(独)農業者年金基金
(社)国際農業者交流協会
（社）中小企業診断協会
(社)全国農業共済協会
全国農業経営コンサルタント協議会
全国農業経営専門会計人協会

【構成員】
都道府県
都道府県農業会議
都道府県農業協同組合中央会
その他関係団体

【構成員】
市町村
市町村農業委員会
農業協同組合
その他関係団体

全国担い手育成総合支援協議会
（１７年３月24日設立）

【主な取組】

○ 経営改善、能力向上のための
シンポジウム、研修会等の開催
○ 担い手育成支援のためのマニ
ュアル等普及啓発資料の作成
○ 担い手交流会の開催

など

【主な取組】
○ 税理士等スペシャリストの登録
○ 地域リーダー等に対する研修
○ 担い手の優良事例調査

など

【主な取組】
○ 農業経営改善計画の作成指導
○ 認定農業者の経営診断等フォロ
ーアップ活動
○ 集落営農の組織化に向けた合意
形成活動

など

地域担い手育成総合支援協議会
（１９年６月末現在：１，２４２協議会）

都道府県担い手育成総合支援協議会
（全都道府県で設立）

担い手育成総合支援協議会は、担い手（認定農業者や集落営農組織）を育成するため、
行政、ＪＡ、農業委員会等が連携して各種の支援活動を行うための組織で、全国段階、
都道府県段階（４７）、地域段階（１，２４２）（１９年６月末現在））で設立されています。
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平成１８年７月１４日

経営局普及・女性課

「高齢者活動グループに関する調査結果の概要」
（平成１８年３月末現在）

１．本調査について

本調査は、各地方農政局等を通じ、都道府県に依頼して平成１８年３月末現在にお

ける高齢者活動グループ数等について調査を行ったものである。

、 、 。また 高齢者活動グループの定義は 次の３要件を全て満たすグループとしている

（１）農作物の生産、加工又は販売、農作業の労働力補完、農作業体験指導及び農山

漁村文化若しくは技術の伝承又はそれによる交流活動、花一杯運動並びに農村に

おける配食等の福祉活動等をグループとして計画的に実施していること。

（２）農林漁業者３人以上から構成され、かつ、半数以上の者が６０歳以上で構成さ

れていること。

（３）グループの代表者が６０歳以上であること。

２．調査結果の概要

（１）農山漁村高齢者活動グループ数は合計で6,135グループであった。グループ数
及びグループ内の構成人数は、前年と比較すると大幅に減少した。

また、活動形態は主に生産・加工・販売活動を行うグループは4,475グループ
と全体の７割程度を占めている。

○高齢者活動グループ数

グループ数 主に生産・加 主に労働力補 主に農作業体 主にその
調査年度 合計 工・販売活動 完活動をした 験指導活動を 他の活動

をしたグをしたグルー グループ数 したグループ
ループ数プ数 数

6,177 4,362 213 142 1,460平成14年

6,486 4,525 216 149 1,59615年

6,537 4,635 189 124 1,58716年(a)

17年 6,135 4,475 108 106 1,446(b)

93.9% 96.5% 57.1% 85.5% 90.9%(b)/(a)
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○高齢者活動グループの構成員人数（６０歳以上）

調査年度 主に生産・加 主に労働力補 主に農作業体 その他の高齢者活動
工・販売活動 完活動をした 験指導活動を 活動をしグループの

人数 グループの構 グループの構 したグループ たグルー構成員
合計 成員人数 成員人数 の構成員人数 プの構成

(60歳以上) (60歳以上) (60歳以上) 員人数(60歳以上)
(60歳以上)

178,112 75,371 11,744 4,299 86,698平成14年

189,234 77,583 11,657 4,492 95,50215年

174,946 77,354 10,356 3,907 83,32916年(a)

17年 148,364 73,524 5,253 2,477 67,110(b)

(b)／(a) 84.8％ 95.0％ 50.7％ 63.4％ 80.5％

（２）活動日数別にみると、最も多いのは31日～150日までのグループが41.3％と最
も多い。また、わずかではあるが、前年に比較してグループの活動日数が増加し

ている傾向が見られる。

○高齢者グループの活動日数

グループ 主に生産・ 主に労働力 主に農作業 そ の 他 の
活動日数 加工・販売 補完活動を 体験指導活 活 動 を し全体

活動をした したグルー 動をしたグ た グ ル ー
グループ プ ループ プ年度

H16 34.5％ 25.9％ 61.4％ 49.6％ 55.1％1～30日

H17 31.9％ 23.9％ 38.9％ 57.5％ 54.2％

H16 40.6％ 42.8％ 21.2％ 37.6％ 36.5％31～150日

H17 41.3％ 42.2％ 35.2％ 27.4％ 40.1％

H16 25.0％ 31.3％ 17.5％ 12.8％ 8.4％151日以上

H17 26.8％ 33.9％ 25.9％ 15.1％ 5.7％

注：ラウンドの関係で合計は１００％には必ずしもならない
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（３）高齢者グループ活動のうち、担い手農家や新規就農者等への育成・支援活動に

携わったグループは、224グループとなり、高齢者グループ全体の数が減少する
中で、わずかながらもその割合は増加している。

○担い手等支援活動を行った高齢者活動グループ

担い手農家や新規就農
者等への育成・支援活 高齢者活動全体 (a)/(b)
動

（a） (b)

H16 202 6,537 3.1％高齢者グループ数

H17 223 6,135 3.6％

H16 6,986人 175,107人 4.0％高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟの構成員人
数（60歳以上）

H17 5,566人 148,364人 3.8％

H16 2,317人 － －うち、実際に活動を行
った人数（60歳以上）

H17 3,037人 － －

H16 1,885人 － －グループとしてではなく、
個人として担い手支援活動

H17 3,852人 － －を行った人数（60歳以上）

（参考）本調査における担い手等支援活動の定義

・担い手農家や新規就農者等が本来やるべきものを、高齢者が補完する形で行っているよ

うな活動（例えば、農繁期における労働補完活動、農作業受託）

・共同利用の施設等の管理（例えば、用水路や集荷施設等への清掃や除草等の活動）

・集落営農を実施している集落において、高齢者が担い手との役割分担の上、管理作業や

農産加工・直売活動など、集落営農の維持・活性化に貢献しているような活動

・その他、担い手農家や新規就農者等に対して、農業経営や技術、農村生活面でサポート

しているような活動（例えば、新規就農者等に対する交流や相談活動）
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（農林水産省 No. ２－②）

（１）施策の概要

シニア能力活用促進事業名称

高齢者の活動の促進目的

高齢者が自らの経験や技術を活かして行う、担い手への支援や集落営農への内容
参画等の活動を動を促進するため、高齢者向けセミナーの開催、高齢者を活用
した地域の問題解決の実証調査、高齢者による活動の優良事例の収集・提供及
び普及啓発等を実施。

農業・農村に関わる高齢者対象層

国が実施主体である民間団体に助成実施の仕組み

７，１６８千円平成19年度予算額
予算規模

７，１６８千円平成20年度概算要求額

（２）男女別ニーズの把握・施策への反映

○施策の立案に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況をデータ等で把握しているか
（把握している場合、代表的なデータを紹介のこと 。）

データ等の把握は行っていないが、本施策については、高齢者が性別を問わず、地域の現
状や高齢者自身の意向及び意欲・体力に応じた自主的な活動を支援するよう立案している。

○施策の立案並びに実施に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況（ライフスタイル
等）の違いをどのように考慮しているか。

本施策は、高齢者が性別を問わず、地域の現状や高齢者自身の意向及び意欲・体力を踏ま
えた自主的な活動を支援することとしていることから、男女双方のニーズを満たしている。
一方で、例えば優良事例の収集の際は高齢女性グループの活動等も積極的に取り上げる等の
配慮を行っている。

（３）関係主体・施策との連携

○施策の実施に当たって、どのような主体（自治体、関係団体等）と連携して取り組んでい
るか。また、関係主体に対する働きかけはどのように行っているか。

民間団体に事業実施に必要な費用を助成。民間団体は、高齢者活用の実証調査や事例の収
集・提供等を行う際、適宜自治体や農協等と連携。

○他の関連する施策（他府省庁の施策を含む）とどのように連携して取り組んでいるか。

特になし。

（４）施策の評価・見直し
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○施策の評価を行っているか。評価に際して実績（アウトプット）や効果（アウトカム 、）
影響（インパクト）を男女別にデータ等で把握しているか（把握している場合、代表的な
データを紹介のこと 。）

本施策は高齢者による担い手育成・確保の推進を目的としていることから、担い手支援に
貢献している高齢者グループ数の実績を把握することとしている(男女別データは把握してい
ない)。

○施策の見直しをどのように行っていますか。これまでの見直しにおいて、男女を取り巻く
状況の変化をどのように反映させてきましたか。

平成18年度予算より農業における担い手の育成・確保が喫緊の課題であるという農政上の
課題を踏まえ、高齢者が男女を関わらず、個々の意向や体力等に応じて担い手支援や集落営
農へ積極的に参画することを推進する事業として見直しを行った。
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（農林水産省 No.３－①）

（１）施策の概要

漁業の担い手確保・育成対策総合推進事業のうち福祉対策事業名称

老後の自立の確保目的

漁業者老齢福祉共済事業の推進による漁村地域の福祉向上の促進。内容

漁業者及びその家族対象層

（ ）実施の仕組み 全国共済水産業協同組合連合会が行う漁業者老齢福祉共済事業 漁業者年金
にかかる事務費に対し助成する。

224,301千円平成19年度予算額
予算規模

224,301千円平成20年度概算要求額

（２）男女別ニーズの把握・施策への反映

○施策の立案に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況をデータ等で把握しているか
（把握している場合、代表的なデータを紹介のこと 。）

平成19年度3月末漁業者年金加入者（保有）88,653人（男54,264人、女34,389人）
平成18年度新規加入者 477人（男286人、女191人）

○施策の立案並びに実施に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況（ライフスタイル
等）の違いをどのように考慮しているか。

事業の内容が事務費に対する助成であることから、制度的に男女のニーズ等の違いへの考
慮をすることは難しいものの、実施に際しては、老後生活設計に対する女性の関心が高いこ
とから、漁業協同組合女性部を対象とした講演会を行う等女性に対しても積極的に加入促進
を図っている。

（３）関係主体・施策との連携

○施策の実施に当たって、どのような主体（自治体、関係団体等）と連携して取り組んでい
るか。また、関係主体に対する働きかけはどのように行っているか。

事業実施主体である全国共済水産業協同組合連合会が一部の事務を漁業協同組合に委任し
て事業を行っている。また、年金加入促進等を漁業協同組合、漁業協同組合連合会と協力し
行っている。

○他の関連する施策（他府省庁の施策を含む）とどのように連携して取り組んでいるか。

連携している施策はない。

（４）施策の評価・見直し
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○施策の評価を行っているか。評価に際して実績（アウトプット）や効果（アウトカム 、）
影響（インパクト）を男女別にデータ等で把握しているか（把握している場合、代表的な
データを紹介のこと 。）

毎年度末現在の新規加入者数及び加入者数の男女別の数値を把握している。

○施策の見直しをどのように行っていますか。これまでの見直しにおいて、男女を取り巻く
状況の変化をどのように反映させてきましたか。

予算の終期ごとに見直しを行ってきているが、男女を取り巻く状況の変化という観点から
の見直しは行っていない。



全体 男 女
平成１６年度 651 426 225 34.6 %
平成１７年度 441 273 168 38.1 %
平成１８年度 477 286 191 40.0 %
資料：全国共済水産業協同組合連合会保有データ

全体 男 女
平成１８年度末 88,653 54,264 34,389 38.8 %
資料：全国共済水産業協同組合連合会保有データ

漁業者年金　男女別新規加入者数

漁業者年金　男女別加入者累計数
女性の占める割合

女性の占める割合
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（農林水産省 No.３－②）

（１）施策の概要

農業者年金制度名称

老後の自立の確保目的

農業者年金制度は、農業者の老後生活の安定と福祉の向上を図るとともに、内容
農業者の確保に資することを目的として実施している。
（平成14年1月から新制度として再構築）

○新制度の主なメリット
・財政方式が積み立て方式になったことで、加入者数に左右されない安定し
た制度となった。

・農業に従事する者であれば男女別に関係なく幅広く加入することができる
ようになった。

・認定農業者等で一定の要件を満たす者については、保険料の一部に国庫補
助を受けることができる。

○加入要件（男女の違いは特にない）対象層
１．20歳以上60歳未満
２．国民年金の第1号被保険者
３．年間60日以上農業に従事する者
※上記の3つの要件を満たす者であれば、誰でも加入できる。

① 国は、実施主体である（独）農業者年金基金に補助金等を助成する。実施の仕組み
② 更に （独）農業者年金基金は全国に存在している加入者、受給者に対応、

、 （ 、 ）するため 業務の一部を業務受託機関 市町村農業委員会 農業協同組合等
へ委託して実施している。

157，214，706（千円）平成19年度予算額
予算規模

161，393，913（千円）平成20年度概算要求額

（２）男女別ニーズの把握・施策への反映

○施策の立案に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況をデータ等で把握しているか
（把握している場合、代表的なデータを紹介のこと 。）

最近の農業者年金の男女別の加入者数は以下のとおりである。

・農業者年金の男女別新規加入者数（単位：人）
新規加入者数 うち男性 うち女性

平成16年度 1，613 1，205 408
（対前年度 ＋29） （対前年度 －3） （対前年度 ＋32）

（割合：％） （100） （75） （25）
平成17年度 1，653 1，176 477

（対前年度 ＋40） （対前年度 －29） （対前年度 ＋69）
（割合：％） （100） （71） （29）
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平成18年度 2，296 1，617 679
（対前年度＋643） （対前年度＋441） （対前年度＋202）

（割合：％） （100） （70） （30）

・農業者年金の男女別加入者累計数（単位：人）
加入者累計 うち男性 うち女性

平成18年度 83，972 77，122 6，850
（割合：％） （100） （92） （8）

○施策の立案並びに実施に際して、男女それぞれのニーズや実際的な状況（ライフスタイル
等）の違いをどのように考慮しているか。

農業者年金のメリットの１つである政策支援について、政策支援の区分１、２に該当して
いる認定農業者等で青色申告者（夫）と家族経営協定を締結し、経営に参画しているその配
偶者等も受けられるようになっており、女性の加入推進に寄与している。新規に加入した女
性の９割以上が区分３に加入している。
なお、最近の男女別の加入者数（政策支援）は以下のとおりである。

・農業者年金の男女別新規加入者数（政策支援）
政策支援計 区分3 その他の区分

平成16年度 649 376 273
男性 574 306 268
女性（割合：％） 75（100） 70（93） 5（7）
平成17年度 606 391 215
男性 511 303 208
女性（割合：％） 95（100） 88（93） 7（7）
平成18年度 854 519 335
男性 744 416 328
女性（割合：％） 110（100） 103（94） 7（6）

（３）関係主体・施策との連携

○施策の実施に当たって、どのような主体（自治体、関係団体等）と連携して取り組んでい
るか。また、関係主体に対する働きかけはどのように行っているか。

農業者年金の加入者、受給者は全国に存在しているために、業務受託機関に業務の一部を
委託している。
また、毎年、年度初めに全国の農業者年金の担当者（都道府県農業会議、都道府県農業協

同組合中央会の担当者）を集め、会議を開催し、加入推進等の業務の重点事項を説明するな
、 。ど 全国統一的な働きかけを行うことにより業務受託機関と一体的な取り組みを行っている

○他の関連する施策（他府省庁の施策を含む）とどのように連携して取り組んでいるか。

最近では、特に女性の新規加入者が増えて来ていることから、男女共同参画に関連する取
り組みとして、農林水産省のＨＰにおいて農山漁村男女共同参画ミニminiニュース（メルマ
ガ）に情報を掲載するなど女性の農業者に対して積極的に情報提供を行い、加入を推進して
いる。
なお、最近の主な取組事例は以下のとおりである。
・農山漁村男女共同参画ミニminiニュース（メルマガ）において「農業者年金に加入しま
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しょう！」を情報提供
・新・農業人フェア’ 06（東京池袋サンシャイン他）での相談コーナー設置及び資料配布
・全国女性農業経営者会議全国の集い（第11回全国の集い「かたらんね！熱い思いを火の
国で ）での資料配布」
・近畿地域農山漁村女性の集いでの資料配付
・東海ブロック農村女性交流会での資料配付
・女性農業者リーダー全国会議での資料配付
・第20回農山漁村女性の日記念の集いでの資料配布

（４）施策の評価・見直し

○施策の評価を行っているか。評価に際して実績（アウトプット）や効果（アウトカム 、）
影響（インパクト）を男女別にデータ等で把握しているか（把握している場合、代表的な
データを紹介のこと 。）

独立行政法人である農業者年金基金は、独立行政法人通則法に基づき農林水産省評価委員
会の評価を受けているが、特に男女別のデータ等で、評価は行っていない。

○施策の見直しをどのように行っていますか。これまでの見直しにおいて、男女を取り巻く
状況の変化をどのように反映させてきましたか。

平成14年1月に抜本的な制度改正を行い、本年金制度により老後生活の安定に資することに
より、農業の担い手を幅広く確保する観点から、新制度の加入要件においては、農業に従事
する者であれば誰でも加入できるようになった（農地を所有していない女性の農業者も加入
できるようになった 。）


